
93 SNA から見た日本の分配構造
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鈴　木　多加史

は　じ　め　に

　経済企画庁(現内閣府経済社会総合研究所）は2000年10月，国際連合が

1993年に加盟各国に勧告した新しい国民経済計算の体系（93 SNΛ）に基

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1)づく日本の改訂国民経済計算を公表した. 1999年度分を加えたさらに詳

しい結果は, 2001年3月に公表された平成13年版国民経済計算年報で明

　　　　　　2）らかにされた．本稿では，この新しい体系の中でかなりの改訂が加えられ

た部分である所得支出勘定（93 SNAでは所得の分配・使用勘定）に焦点を当

てて，改訂された日本の国民経済計算において所得の分配構造がどのよう

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3）にとらえられているかを検討してみよう．

2　93 SNAの所得の分配および使用勘定群

　93 SNAは，所得の分配・再分配過程を68SNAよりもさらに詳細に描

写しようとしている．ここでは所得の発生勘定から第1次所得の配分勘定，

1）経済企画庁（2000 a）｡

2）内閣府経済社会総合研究所（2001）。

3）草案段階における所得の分配・使用勘定の検討については，鈴木（1993）

　参照。
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93 SNAから見た日本の分配構造

所得の第2次分配勘定，現物所得の再分配勘定，可処分所得の使用勘定，

調整可処分所得の使用勘定と，所得の分配とその使用が段階を追って示さ

れる．ここでは前の段階の勘定のバランス項目が次の段階の勘定の第1項

目として繰り越される勘定連鎖の形で示されるのである．

　ただ，日本の体系では，表章形式については基本的に従来の表章形式を

維持することとしており, 68 SNAの時にわが国が採用した体系がほぼ踏

襲された形になっている．分配・使用に関する勘定群も，従来どおり所得

支出勘定とされて，制度部門別に表章されている.

　93 SNA では統合経済勘定を導人したことが一つの特徴となっているが，

それは日本では体系としては導入されなかった．ただ，年報では「参考」

の形で「93 SNA マニュアルに従った勘定体系群」として1999暦年分の

　　　　　　　4）計数が示された．この形は全体の概観に便利であるし，また部門間の関係

の把握にも便利であるので，以下ではそれを利用して分配・使用に関する

勘定群を見ることにしよう．

3　生産勘定および所得の発生勘定

　68 SNAは「実物と金融の2分法」を採用していた。実物（財貨・サービ

ス）面を記録する第H勘定である生産，消費支出および資本形成勘定は

事業所型の統計単位を用い，部門分割は活動別であるのに対し，金

融（財貨・サービス）面を記録する第Ⅲ勘定である所得・支出勘定および資

本調達勘定は企業型の統計単位を用い，部門分割は制度部門別であっ

5）た。

　93 SNA では完全勘定系列に含まれる生産勘定は制度部門別であって，

4）

5）

内閣府経済社会総合研究所（2001）, （86）頁以下.

United Nations （1968）,第2章．
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　　　　　　　　　　93 SNAから見た日本の分配構造

事業所および産業についても作成される供給・使用表と対称表による生産

系列はそれを補完するという位置付けがなされてぃこ　これは93 SNA の

体系が，フローからストックにいたるまで一貫した分類で勘定体系を作り

上げることを意図しているからと思われる．

　しかし，目本の体系では，制度部門別の生産勘定は作成されないことに

なった．これについて経済企画庁が導入しなかった理由としてあげている

　　　　　　　　　　　　　　　7)のは「基礎統計上の制約」である．産業連関表をベースとしてコモ法で推

計される産業別の産出の計数と，人的な方法で推計される制度部門別の所

得の計数とでは試算段階でかなりの不一致があったという．そのことも

あって，年報に「参考」として掲載された統合経済勘定には一応生産勘定

があるが，産業にかかわるところは空欄になっていて，制度部門別に示す

という役割を果たしていないので，本論文では掲載しなかった．

　制度部門別の生産勘定の役割は，産出（および財貨・サービスの輸出入）

から中間投入を控除した付加価値が，制度部門別にどれだけであるか，と

いうことを示すことにある．この付加価値を全部門合計した一国経済でみ

ると，固定資本減耗を控除した純額が「国内純生産」，控除しない総額が

「国内総生産（GDP）」である. 1999暦年では，国内純生産が413.1兆円，

固定資本減耗が95.6兆円，国内総生産が508.8兆円であった．

　所得の発生勘定は，財貨・サービスの生産者である居住生産単位に発生

する第1次所得を制度部門毎に記録する．第1次所得は，生産過程への参

加または生産の目的のために必要な資産の所有の結果として制度単位に発

　　　　　　　　8）生する所得である．所得の発生勘定の受取（源泉）側は，生産勘定から繰

り越されるバランス項目である付加価ｲ直である．支払（使途）側はその付

6）

7）

8）

E. C. et al.（1993）, XV章。

経済企画庁経済研究所（2000 a）, 135頁.

E. C. et al.（1993）, para 7.1.
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加価値が労働，資本および政府に配分される過程を示す．そこには生産過

程で雇用された労働者に対して支払われる「雇用者報酬」と，「生産に課

される税マイナス補助金」が計上され，バランス項目として「営業余剰・

混合所得」が得られる．

　ここの「営業余剰・混合所得」は，企業が行う金融資産・負債に関する

利子・賃貸料の受払いを考慮に入れる以前の，生産から発生する黒字また

　　　　　　　　　　9）は赤字を測定している．家計によって所有されている非法人企業のバラン

ス項目は，企業家としての所有者に対する報酬と，自家雇用労働に対する

報酬とが区別できないことから, 93 SNAにおいて「混合所得」と呼ばれ

ることになった．

　生産勘定が制度部門別に作成されなかったために，年報に掲載された所

得の発生勘定も不完全なものとなっている．バランス項目である営業余

剰・混合所得は制度部門別に表示されたけれども，雇用者報酬，生産・輸

入品に課される税，および控除項目である補助金は制度部門別の内訳が示

されなかった．バランス項目は次の勘定に繰り越されてそこで明らかにな

るので，所得の発生勘定も本論文では掲載しなかった．一国経済としては，

1999暦年に雇用者報酬が277.3兆円，生産・輸入品に課される税が43.0

兆円，控除項目である補助金が4.1兆円，バランス項目である営業余剰・

混合所得は純額が96.9兆円，総額が192.5兆円であった．

4　第1次所得の配分勘定

　第1次所得の配分勘定（表1）は，居住者制度単位または部門の生産者

としての立場よりも，第1次所得の受領者としての立場に焦点を合わせた

ものである．それには居住者制度単位または部門が支払う財産所得と，受

9 ）E. C. et al.（1993）, para 7.8.
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　　　　　　　　　　　93 SNAから見た日本の分配構造

　　　　　　　　　　　　10）け取る財産所得が含まれる．

　第1次所得の配分勘定の受取（源泉）側には，所得の発生勘定に記録さ

れた第1次所得である（1）家計の受取雇用者報酬，（2）政府単位が受

け取る生産・輸入品に課される税および支払う補助金（控除）, （3）企業

の営業余剰・混合所得と，受取財産所得である（4）金融資産所有者の受

取利子・配当，（5）他の単位に賃貸している土地または地下資源の所有

者の受取賃貸料，が記録される．

　支払（使途）側は支払財産所得のみであって，バランス項目として第1

次所得バランスが得られる．この第1次所得バランスは, 93 SNAにおい

て新しく導入された概念であって，付加価値を労働（雇用者報酬）,資本

（財産所得）および政府（生産・輸入品に課される税マイナス補助金）に配分す

る結果として生じたものである．

　この第1次所得バランスの構成は部門によってかなり異なっている．そ

れは第1次所得の中には，ある部門のみが受け取るものがあるからである．

税は一般政府のみが，雇用者報酬は家計（および非居住者）のみが受け取る

のである．

　（1）法人企業部門（非金融法人企業および金融機関）は営業余剰プラス受

取財産所得マイナス支払財産所得であり, （2）一般政府部門は生産・輸

入品に課される税マイナス補助金，プラス受取財産所得マイナス支払財産

　　　　　II）所得であり，（3）家計部門は雇用者報酬および家計に発生する混合所得

プラス受取財産所得マイナス支払財産所得であり，自己所有の家屋の自己

消費から生ずる住宅の用役からの営業余剰を含んでいる. （4）対家計非

営利団体は受取財産所得マイナス支払財産所得である．

10）E. C. et al.（1993）,para 7.12.

11）固定資本減耗が計上されるので営業余剰（総）は一般政府および対家計非

　営利団体にも計上される．

－46 －



93 SNAから見た日本の分配構造

　雇用者報酬は，「雇用者が雇主から関連する期間中に働いた仕事に関連

して受け取る権利を得た，現金または現物による報酬の価額」によって測

　　　　12)定される，その内訳である「賃金・俸給」は，現金給与，役員給与，議員

歳費等，現物給与，給与住宅差額家賃からなる．「雇主の社会負担」は，

雇主による社会保障基金（医療，年金等）および民間金融機関である年金

基金に対する負担金である「雇主の現実社会負担」と，退職一時金，無基

金雇用者社会負担など社会保障基金および年金基金に含まれない雇主の負

担分である「雇主の帰属社会負担」とがらなる.

　1999暦年に，家計が受け取った雇用者報酬は277.3兆円，その内賃金・

俸給が233.8兆円（84.3％）,雇主の社会負担が43.5兆円（15.7％）であった．

　生産・輸入品に課される税は，「財貨およびサービスがその生産者に

よって生産，流通，販売，移転，その他の処分の時点で支払われるべき税，

ならびに財貨が国境を越えて経済領域に入り込んだ時点，もしくはサービ

スが非居住者によって居住者に流通した時点で支払われる輸入に課される

税および関税．また主に生産に使用される上地，建物もしくはその他の資

産の所有ないし使用，あるいは雇用労働ないし支払われた雇用者報酬に対

　　　　　　　　　　　13)して課される税」である.

　93 SNA では, 68 SNAでは用いられていた間接税，直接税という用語

を使用しない．この区別は税の転嫁の有無でなされるが，税の実際上の帰

着を決定することは不可能ではないにしても非常に困難であるし，また経

済学においては間接税，直接税という用語を使用することは好まれていな

　　　　　　　　　　　　　　H)い，というのがその理由である．

　生産・輸入品に課される税は，付加価値型税（VAT），輸入関税，その

12）

13）

14）

E. C. et al.（1993）, para 7.21.

E. C. et al.（1993）, para 7.49.

E. C. et al.（1993）, para 7.50.
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他特定種類の財貨・サービス等に課される税等からなる「生産物に課され

る税」と，生産過程に用いられる土地，固定資産等に課される税からなる

「生産に課されるその他の税」に区分して示される．

　控除項目として示される補助金は, （1）企業に対して支払われるもの

であること, （2）企業の経常費用をまかなうために交付されるものであ

ること, （3）財貨・サービスの市場価格を低下させると考えられるもの

であること，という3つの条件を満たす経常交付金である．

　一方，対家計民間非営利団体や家計への経常的交付金は補助金でなく政

府による他の種類の経常移転（他に分類されない経常移転）として取り扱か

われる．また，投資，あるいは資本資産，運転資金の損失補填のために産

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15)業に対して行われる移転は補助金ではなく資本移転に分類される.

　1999暦年に，生産・輸入品に課される税は43.0兆円，補助金は4.1兆

円であった．

　財産所得は，「金融資産または有形非生産資産の所有者が，他の制度単

位に資金を供給すること，あるいは有形非生産資産を他の制度単位の自由

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　16）な利用に委ねることの見返りとして受け取る所得」である．財産所得はさ

らに, （1）利子，（2）法人企業からの分配所得，（3）海外直接投資の

再投資収益, （4）保険契約者に帰属する財産所得，および（5）賃貸料

に区分される．

　利子は「債権者と債務者との間で合意された金融手段の条件の下で，未

償還元本の金額を減ずることなく，ある所与の期間に債務者が債権者に対

　　　　　　　　　　　　　　　　17)して支払う義務のある金額」である．利子の受払いは資金循環勘定に基づ

いて発生主義で記録される．利子は全部門で受払いがあるので純利子で見

15）

16）

17）

内閣府経済社会総合研究所（2001）, 1,055頁．

経済企画庁経済研究所（2000 a）, 35頁.

E.C. et al.（1993）, para 7.93.

　　　　　　　　　　　　－48 －



93 SNAから見た日本の分配構造

ると, 1999暦年に受取超過は金融機関のみで36.0兆円，他はすべて支払

超過で非金融法人企業17.8兆円，一般政府7.0兆円，家計5.4兆円，対家

計非営利団体が0.1兆円，海外5.6兆円であった．

　法人企業の分配所得はa配当とb準法人企業からの引き出しからなる．

配当は（法人企業が株主からの資金を利用した結果として，当該法人を所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　18)有する株主が受取りを主張することができる財産所得の一形態」である．

　これは株式・出資金配当および役員賞与からなる．

　準法人企業からの引き出しは「法人企業から引き出される所得に類似す

る株主に対して支払われる配当」である．わが国では公務員宿舎の賃貸料

収入，公営住宅使用料，印刷局，産業投資，自動車損害賠償責任再保険な

どの特別会計等からの一般会計繰り入れなどからなる「公的準法人引き出

Uと，海外支店収益のうち国内に配分された収益である（海外支店収

　　　　　　　　19)益」とされている．

　法人企業の分配所得の支払（使途）側は非金融法人企業，金融機関，

および海外であり，受取（源泉）は全部門である. 1999暦年に支払超

過は非金融法人企業3.5兆円，海外0.7兆円，受取超過は家計3.4兆円，

一般政府0.8兆円，金融機関741億円，対家計非営利団体28億円であっ

た．

　海外直接投資に関する再投資収益は，「企業の保有する純資産額に応じ

て海外投資家に配分・送金された後，その海外投資家によって当該企業に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　20）再投資されるかのように扱われる海外直接投資企業の留保分」である。

IMFの国際収支提要に従って改められたわが国の国際収支統計の再投資

収益が計上されるが，同額が資本調達勘定において再投資されるものとし

18）経済企画庁経済研究所（2000 a）, 37頁.

19）経済企画庁経済研究所（2000 a）, 37頁．ただここでは法人企業の分配所

　得の内訳は表章しなかった.

20）経済企画庁経済研究所（2000 a）, 37～38頁．
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て扱われる．

　海外直接投資に関する再投資収益は企業部門である非金融法人企業と金

融機関，および海外に計上される. 1999暦年に非金融法人企業が1,861億

円，金融機関が139億円の受取超過で，その合計額2,000億円か海外の支

払超過であった．

　保険契約者に帰属する財産所得は，「保険技術準備金に係る保険企業

（生命保険，非生命保険，年金基金を含む）から受け取ることができる投資所

得のことであり，保険技術準備金は保険契約者の資産であるため，保険契

約者に対する保険企業側からの支払いとして記録されるもの」である．こ

れには保険契約者配当と保険帰属収益が含まれるが，保険契約者の資産か

ら生じる投資収益である後者は実際には保険企業に留保されているものを

帰属計算して家計に支払われるものとしているのである．その上で，この

財産所得分を，追加保険料（年金基金の場合は追加負担）として，所得の第

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　21）2次分配勘定において保険企業に払い戻されるものとしている．

　保険契約者に帰属する財産所得は，支払（使途）側は金融機関のみであ

り，受取（源泉）側は全部門であるが, 1999暦年に12.3兆円の支払その

大半は家計に支払われ，他の部門に計上される額はごくわずかである．

　賃貸料は, 93 SNAでは上地および埋蔵量の形態による地下資源の賃貸

料とされているが，わが国では土地等の純賃貸料（総賃貸料マイナス税金等

諸経費）に加え，各種仲介団体の著作権使用料や国際収支統計の特許権使

用料等も計上している．これは基礎統計である産業連関表での取り扱いと

　　　　　　　　　　　　　　22)の整合性を考慮したものである．

　賃貸料は海外を含む全部門に受払いが計上されている．純額でみると，

1999暦年に家計が4.4兆円，対家計非営利団体が236億円の受取超過，こ

21）

22）

経済企画庁経済研究所（2000 a）, 38頁．

経済企画庁経済研究所（2000 a），38～39頁.
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れに対して非金融法人企業が4.1兆円，金融機関，一般政府がそれぞれ

O｡3兆円の支払超過で，一国経済としては1,903億円の支払超過である．

それに見合う1,903億円か海外の受取超過である．

　以上を合計した財産所得で見ると, 1999暦年に受取超過は金融機関

23.6兆円，家計14.7兆円であり，他は支払超過であって非金融法人企業

25.2兆円，一般政府6.5兆円，対家計非営利団体0.1兆円，その結果一国

経済としては6.4兆円の受取超過であった．海外がこれに見合う6.4兆円

の支払超過であった．

　その結果この第1次所得の配分勘定のバランス項目である第1次所得バ

ランスは, 1999暦年に一国経済で純額が419.5兆円，総額が515.1兆円で

あった．これは生産勘定のバランス項目である国内純生産，国内総生産よ

りもそれぞれ海外の支払い超過額である6.4兆円だけ多い．対外純資産の

保有がこの所得の流入をもたらしているのである．

5　所得の第2次分配勘定

　所得の第2次分配勘定（表2）は，制度単位または部門の第i次所得バ

ランスが，現物社会移転を除く経常移転の受取りおよび支払いによって，

どのようにその単位ないし部門の可処分所得に変換されるかを示す。この

再分配は，「体系」の諸勘定で示される所得分配の過程の第2段階を表わ

　　　　　　23)すものである。

　所得の第2次分配勘定の受取（源泉）側には，所得の第1次分配勘定か

ら繰り越されるバランス項目である第1次所得バランスが記入される。さ

らに受取経常移転が記入される。支払（使途）側には支払経常移転が記入

され，バランス項目は可処分所得である。

23）E. C. et al.（1993）, para 8.1.
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　移転は，「ある制度単位が，他の制度単位からそれに対応する見返りと

していかなる財貨・サービスまたは資産を受け取ることなしに，他の制度

単位に財貨・サービスまたは資産を提供する取引」である．資本移転は，

ある資産の所有権が移転されるものか，または片方または双方の当事者に

ある資産を取得するか，あるいは処分することを義務づけるものである.

　　　　　　　　　　　　　　24)その他の移転は経常移転である．

　経常移転は, （1）所得・富等に課される経常税, （2）社会負担および

給付，（3）その他の経常移転，からなる．

　所得・富等に課される経常税は（毎課税期間に定期的に支払われる家計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　25)の所得または法人企業の利潤に課される税，および富に関する税」である.

68SNAにおける直接税であるが，わが国の体系では国税の所得税，法人

税，日本銀行納付金，地方税の道府県民税，市町村民税等からなる「所得

に課される税」と，国税の自動車重量税（1／2）,地方税の道府県民税，

市町村民税のうち均等割等からなる「その他の経常税」に区分して示され

る．

　1999暦年に所得・富等に課される経常税の支払いは家計25.9兆円

（62.4％）,非金融法人企業12.5兆円（30.2％）,金融機関3.1兆円（7.5％）で

あった．受取りは一般政府でその合計の41.5兆円であった．

　社会負担は（社会保険給付が支払われることに備えて，社会保険制度に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　26）対して行う現実または帰属の支払い」である．これは（1）現実社会負担

と（2）帰属社会負担に区分して示される．現実社会負担はさらに雇主が

社会保険制度を管理する基金に対して支払う雇主の現実社会負担と，雇用

者本人が社会保険制度を管理する基金に対して支払う雇用者の社会負担に

う
う
う

4
　
5
　
6

C
N
]

C
M

C
M

E. C. et ai.（1993）, para 8.3.

E. C. et al.（1993）, para 8.6.

E. C. et al.（1993）, para 8.8.

53
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　　　　　27)区分される．雇主の現実社会負担は，雇主が雇用者の利益のために支払う

性格のものであるため，雇用者報酬の一部とされる．そのため，当該負担

分を第1次所得の配分勘定に記録し，同額を所得の第2次分配勘定におい

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　28)て一般政府ないし金融機関に支払われたかのように記録するのである．

　帰属社会負担は，「無基金雇用者社会給付」が体系上，所得の第2次分

配勘定における雇用者報酬の構成要素（雇主の帰属社会負担）として第1次

所得の配分勘定に記録されることから，家計による二重受取りを回避する

ために設けられた項目である．雇主の帰属社会負担と同額を家計が雇主に

　　　　　　　　　　　　　　　　　29）支払ったものとして記録されている．

　社会負担の支払（使途）側は家計で, 1999暦年に69.1兆円（帰属含む）,

そのうち現実社会負担57.1兆円（雇主31.5兆円，雇用者25.6兆円）,帰属社

会負杜t12.0兆円であった．現実社会負担の受取（源泉）側は一般政府（社

会保障基金）50.1兆円，金融機関（年金基金）7.1兆円であった．帰属社会

負担の受取（源泉）側は家計を除く全部門で，非金融法人企業8.5兆円，

一般政府2.3兆円，金融機関0.1兆円，対家計非営利団体0.4兆円であっ

た．

　社会給付は，「家計によって受け取られる経常移転の中で，たとえば，

病気，失業，退職，住宅，教育あるいは家族の経済的境遇のような一定の

出来事あるいは状況から生じるニーズに対する備えとなることを意図した

　　　　　　30）もの」である．社会給付は社会保険制度に基づく社会保険給付と，そうし

た制度に基づかない社会扶助給付とに分類される．社会保険給付のうち，

27）社会負担はそれぞれ社会保障基金に対する負担である「強制的負担」と，

　年金基金に対する負担である「自発的負担」に区分されるが，表2では示さ

　なかった.

28）経済企画庁経済研究所（2000a）,45頁.

29）経済企画庁経済研究所（2000a）,45頁.

30）E. C. et al.（1993）,para 8.7.
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現物社会給付は現物所得の再分配勘定に記録されるので，ここでは（1）

現金による社会給付，（2）年金基金による社会給付. （3）無基金雇用者

社会給付が記録され，制度に基づかない給付は（4）社会扶助給付，とさ

れる．

　現金による社会給付は，一般政府（社会保障基金）が家計に対して支払

う現金による給付で，老齢年金（国民年金，厚生年金）,雇用保険に基づく

給付金などである. 1999暦年に40.1兆円であった．

　年金基金による社会給付は，金融機関（年金基金）が支払う厚生年金基

金等の年金給付，適格退職年金による給付等である. 1999暦年に4.8兆円

であった. 68 SNA に基づく体系のときは厚生年金基金は社会保障給付と

されていたが, 93 SNAに基づく体系では年金基金に分類されることに

なった．

　無基金雇用者社会給付は，雇主による公務災害補償や労働災害に対する

見舞金，さらに退職一次金が含まれる．支払（使途）側は1999暦年に非

金融法人企業8.5兆円，一般政府2.3兆円，金融機関0.9兆円，対家計非

営利団体0.4兆円，受取（源泉）側は家計でその合計の12.0兆円であった．

　社会扶助給付は，社会保険制度の枠組みの中での給付ではなく，生活保

護，遺族年金，公費負担の医療給付等一般政府が，また奨学金，医療サー

ビス等対家計非営利団体が，家計に対して支払う社会給付である. 1999

暦年に支払（使途）側は一般政府が8.0兆円，対家計非営利団体が0.9兆

円，受取（源泉）側は家計でその合計の8.9兆円であった．

　その他の経常移転には，所得・富等に課される経常税，社会給付・負担

の受払以外の一般政府間の経常移転や，海外との経常移転の受払等が記録

される．それは（1）非生命純保険料，（2）非生命保険金, （3）一般政

府内の経常移転，（4）経常国際協力，（5）他に分類されない経常移転，

からなる．

　非生命保険にかかる取引項目は非生命純保険料，非生命保険金で示され

　　　　　　　　　　　　　　　－55－
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る．非生命保険は, 68 SNAに基づく体系のときは損害保険と呼ばれてい

たものであり，生命保険以外のすべてのリスク（事故，疾病，火災等）を網

羅する概念である．

　非生命純保険料は，「保険契約者により当該会計期間中の保険のカバー

を得るために支払われる実保険料（収入保険料）および保険契約者に帰属

する財産所得から支払われる保険料追加の両方からなる「非生命保険料」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　3）から，サービス料を控除した額」である. 1999暦年に支払（使途）側は全

部門で家計3.0兆円，非金融法人企業1.2兆円，金融機関0.4兆円，対家

計非営利団体361億円，一般政府157億円であった．受取（源泉）側は金

融機関のみでその合計額である4.7兆円であった．

　非生命保険金は，「家計に対する社会給付の形での支払いを除く，当該

期間中に支払うべきものとなった保険金の決済で支払われる金額」であ

32)
る. 1999暦年に支払（使途）側は金融機関でのみ4.7兆円，受取（源泉）

側は全部門で家計3.0兆円，非金融法人企業1.3兆円，金融機関0.4兆円，

対家計非営利団体317億円，一般政府155億円であった．

　一般政府内の経常移転は，一般政府の内訳部門（中央政府，地方政府，社

会保障基金）間の経常移転である．中央から地方への地方交付税交付金，

義務教育費国庫負担金等，中央から社会保障基金への厚生保険特別会計，

国民年金特別会計への繰入等，地方から中央への国に対する補助費等が含

　　33)まれる．一般政府内の経常移転は受取，支払い双方に同額が記入される．

それは1999暦年に44.5兆円であった．

　経常国際協力は「異なる国の政府間あるいは政府と国際機関との間にお

ける現金または現物による経常移転」であって，他国に対する援助費等の

31）

32）

33）

経済企画庁経済研究所（2000 a）, 46頁．

経済企画庁経済研究所（2000 a）, 46頁．

経済企画庁経済研究所（2000 b）, 113頁.
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無償資金協力，国際機関に対する日本政府の分担金・拠出金の支払・回収

　　　　　均等が含まれる. 1999暦年に一般政府の支払は0.6兆円であった．

　他に分類されない経常移転は，以上の項目に含まれない制度単位間，制

度部門間ならびに居住者・非居住者間の経常移転である．それは罰金，寄

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　35)付金，負担金，家計間の仕送り・贈与金などである．

　他に分類されない経常移転はほぼすべての部門に受払いがあるので収支

の形で示すと, 1999暦年に受取超過は対家計非営利団体7.2兆円，金融機

関560億円，他は支払い超過で一般政府4.1兆円，家計3.3兆円，非金融

法人企業0.4兆円であった．

　第1次所得バランスに以上の現物社会移転を除く経常移転の受払いを加

算することで，所得の第2次分配勘定のバランス項目である可処分所得が

得られる．可処分所得も固定資本減耗を加えた総額と差し引いた純額の双

方で示される. 1999暦年に一国経済で純額が418.3兆円，総額が513.9兆

円であった．部門別の内訳を純額でみると，家計315.1兆円，一般政府

71.1兆円，金融機関13.3兆円，非金融法人企業12.5兆円，対家計非営利

団体6.2兆円であった．

　この可処分所得は全額現金で利用可能であるわけではない．自己消費，

現物給与,といった帰属計算分かおり，家計に属するけれども現金では利用

可能でない生命保険および年金の準備金からの投資などの財産所得をも含

んでいる，という点に注意する必要がある．

　この可処分所得は，経済学において一般に理解されている所得の概念に

なぞらえることができる．理論的な観点からは，所得は家計あるいは他の

単位が，その実質正味資産を減ずることなしに消費することができる最大

値として定義される．しかし, 93 SNAにおいては資本移転は資本勘定に

34）

35）

経済企画庁経済研究所（2000 a）, 47頁．

経済企画庁経済研究所（2000 a）, 48頁.
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記録され，その他の資産量変動および実質保有利得（損失）はその他の資

産変動勘定に記録される．維持すべき正味資産はこれらについての影響は

調整されている．可処分所得は，その会計期間中に現金を減らすこと，そ

の他の金融資産を処分すること，あるいはその負債を増やすことによって

その支出の資金調達を行わないで，消費財・サービスに費やしてもかまわ

ない最大全額，としてより狭く説明される．この概念は，期首の正味資産

が資本移転，実質保有利得（損失）あるいは滅失資産のような事象によっ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　36)て変化しない場合に，経済理論的概念と等しくなる．

　一国の純可処分所得はその消費可能性を分析する目的のためには純国民

所得（NNI）よりも良い尺度である．

　わが国の93 SNAにおける可処分所得を68SNAにおける可処分所得と

比較すると，主に次の2点て概念的に異なっている．第1は68SNAでは

含まれていた現物社会移転（の一部）が除かれていることである．それら

は所得の第2次分配勘定ではなく，次の現物所得の再分配勘定に記録され

ることになった．第2は「金融機関等による不良債権の償却相当額」が

68SNAでは所得支出勘定の経常移転とされていたが, 68 SNAでは経常

移転とせず，ストックとしての調整勘定に記録することになったのであ

37)
る．

　　　　　　　　　　　　6　現物所得の再分配勘定

　現物所得の再分配勘定（表3）は，所得の第2次分配勘定に示された所

得分配の第2段階の，さらに一段階先の所得再分配過程をとらえる．それ

は家計，対家計非営利団体および政府単位の可処分所得が，現物社会移転

○
刀
3
　
3

E. C. et al.（1993）, para 8.13～8.15.

経済企画庁経済研究所（2000 a）, 49頁.
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93 SNAから見た目本の分配構造

の受け取りおよび支払いによって，どのようにその単位の調整可処分所得

に変換されるかを示す．非金融法人企業および金融機関はこの過程に含ま

　　3S)れない．

　現物所得の再分配勘定の受取（源泉）側には，所得の第2次分配勘定か

ら繰り越されるバランス項目である可処分所得が記入される．政府単位ま

たは非営利団体による支払い現物社会移転は支払（使途）側に記入される．

家計のみが受け取るので，他の部門の受取（源泉）側は空欄である．

　現物社会移転は「政府単位（社会保障基金を含む）および対家計非営利団

体が個々の家計に対して現物による社会移転として支給した財貨・サービ

スであり，それは政府または対家計非営利団体が市場で購入したがあるい

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　39）はその非市場産出として生産したもの」である．

　この現物社会移転はO）現物社会給付, （2）個別的非市場財・サー

ビスの移転からなる．現物社会給付は社会保障基金による医療保険給付で

あり，一般政府と家計の間でのみ取引が行われる．これはさらに高額医

療・出産給付金てある「払い戻しによる社会保障給付」と，国民健康保険

等による医療保険給付分および老人保険給付分である「その他の現物社会

保障給付」に分けられる．個別的非市場財・サービスの移転は，家計に対

して，無料または経済的に意味のない価格で，一般政府または対家計非営

利団体といった非市場生産者によって提供されるサービスである．わが国

の体系では，一般政府から家計に移転される教科書購入費，児童保護費等

負担金（公立保育園分）,対家計非営利団体から家計に移転される私立学校

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　40)や労働組合などの寄付金・加入費が計上される．

　こうした個別の家計への移転は「個別的サービス」と呼ばれ，一般政府

的
助
3
　
3

40）

E. C. et al.（1993）, para 8.2.

E. C. et al.（1993）, para 8.99.

経済企画庁経済研究所（2000 a）, 50頁.
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が社会全体ないし社会の大部分に対して供給する「集合的サービス」とは

区別される．対家計非営利団体には集合的サービスは存在せず，家計に対

する個別的サービスのみを提供するものとする.

　1999暦年に，現物社会移転の支払（使途）側は一般政府46.2兆円，対

家計非営利団体6.3兆円であった．受取（源泉）側は家計のみで，その合

計52.5兆円であった．

　所得の第2次分配勘定から繰り越される可処分所得に，現物社会移転の

受払いを加算することで現物所得の再分配勘定のバランス項目である「調

整可処分所得」が得られる．制度部門別に見ると，家計の調整可処分所得

は,可処分所得に現物社会移転の受取を加算したものであり，一般政府,対

家計非営利団体の調整可処分所得は，可処分所得から現物社会移転の支払

を控除したものである．従って一国経済としては，可処分所得と調整可処

分所得は同額である. 1999暦年に，家計の調整可処分所得は純額が367.6

兆円，総額が389.9兆円，一般政府は純額が24.9兆円，総額が36.4兆円，

対家計非営利団体は純額がマイナス0.1兆円，総額が0.7兆円であった．

　家計の調整可処分所得は，当期に，その目的のためその現金を減らした

り，その他の資産を処分したり，あるいは負債を増やしたりすることなし

に消費することのできる，－すなわち，その構成員のニーズまたは欲求の

満足のために使用する一最終消費財・サービスの最大額を測定することが

　　　　　　41）できるのである．

7　所得の使用勘定

　所得の使用勘定の目的は，家計，政府および対家計非営利団体がその可

処分所得を最終消費と貯蓄にどのように配分するか，ということを示すこ

41）E. C. et al.（1993）, para 8.25.
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とである．可処分所得と消費の2種類の概念に対応して，2種類の所得の

使用勘定がある，可処分所得の使用勘定と，調整可処分所得の使用勘定で

　42)ある．

　可処分所得の使用勘定（表4（1））では，受取（源泉）側に所得の第2

次分配勘定から繰り越されたバランス項目である可処分所得が記入され，

支払（使途）側には最終消費支出が記入される．最終消費支出は個別消費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　≪)支出と集合消費支出を区別しただけで単一の数字として示される．この勘

定のバランス項目は貯蓄である．しかしバランスに行き着く前に，年金基

金の家計の純持分についての調整である年金基金年金準備金が記入される．

これは家計については受取（源泉）側に，金融機関については支払（使途）

側に記入される．

　調整可処分所得の使用勘定（表4（2））では，受取（源泉）側に調整可

処分所得が記入され，支払（使途）側には現実最終消費（および調整項目）

が記入される．この勘定のバランス項目は可処分所得の使用勘定と同じく

貯蓄である．

　体系では，支出はその費用を負担する単位に属するものとされる．した

がって，現物社会移転として家計に対して支給する個別的財貨・サービス

について行われた政府単位または対家計非営利団体の支出は，それらの最

終消費支出として記録されなければならない．これらの単位は現物社会移

転として支給する財貨・サービスを物理的に消費するわけではないが，そ

の代価を支払い，また支給すべき量についての決定を行っている．した

がって，そのような財貨・サービスについて，これらの単位の支出に関す

る情報は，可処分所得とともに記録されなければならない．しかしながら，

幻
㈲
j
t
　
4
‘

　E. C. et al.（1993）, para 9.1.

　93 SNAは消費のさらなる区分を求めており（E.C, et al.（1993）, para

9.7.）,わが国の体系では付表に形態別および目的別の家計最終消費支出を示

している（経済企画庁（2000）302頁以下）.しかし本稿では示さなかった.
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その財貨・サービスが支出を管理し，資金を負担する単位とは異なった単

位によって消費される場合には，単にその支出を記録するだけでは十分で

なく，その消費によって便益を受ける単位を識別するために，その財貨・

サービスが現実に家計に対して移転されたことを認識する必要がある．最

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■14）終消費支出だけでなく，現実最終消費が記録されなければならない．

　この2種類の所得の使用勘定は，勘定系列中の連続する2勘定でもなく，

階層的な関係のものでもない．これらは異なった分析目的または政策目的

　　　　　　　　　　　　　ffi)に役立つ並列的な勘定である．

　家計の最終消費支出は，居住者家計による消費財・サービスへの支出か

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　46）らなる．最終消費支出は，住宅のような固定資産への支出を除く．住宅は

その所有者によって住宅サービスを生産するために使用される財貨である

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　･17）ので，家計による住宅に関する支出は総固定資本形成を構成する．

　雇用者が受け取った現物所得は，雇主によってその仕事に対する報酬と

して雇用者に支給した財貨・サービスの価額によって測定される．雇用者

は，この所得を受け取ると同時に当該財貨・サービスに支出する．従って，

その財貨・サービスの価額は，現物所得として記録されるとともに家計が

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　48)行った最終消費支出として記録されなければならない.

　93 SNAでは，年金基金の準備金は，基金に対する債権として家計に

よって所有されているものとみなされる．したがって，年金受給者による

基金に対する年金負担の支払いと年金受け取りは異なる制度単位間の移転

44）E, C.et al.（1993）,para 9.8.

45）E. C. et al.（1993）,para 9.12.

46）93 SNAでは，価値の保蔵のために取得される貴重品（valuables）も除く

　としているが，わが国の体系では基礎統計上の制約から従来どおり消費支出

　としている（経済企画庁経済研究所（2000a）,137頁）.

47）E. C. et al.（1993）,para 9.45.

48）E. C｡et al.（1993）,para 9.50,
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ではない．しかしこれは年金受給者の家計の認識とは一致しないので，年

金負担の支払いと年金の受け取りはそれぞれ社会負担および社会保険給付

所得の第2次分配勘定に記録する．そうすることによって，これらを家計

の可処分所得の決定要素として記録するのである．

　しかしながら，この取り扱いを体系の金融勘定と貸借対照表で家計が年

金基金の準備金を所有するとされていることと一致させるために，年金受

取額を超える年金負担額が貯蓄に影響しないようにする調整項目を導人す

る必要がある．これが「年金基金年金準備金」であって，所得の使用勘定

において貯蓄を確定する前に家計の可処分所得，または調整可処分所得に

加算される．それによって家計の貯蓄額を金融勘定に記録する生命保険準

備金および年金基金における家計の純持分の変動と調和させる．金融機関

　　　　　　　　　　　　　　　　49)については，逆の調整が必要となる．

　貯蓄は, 2種類の所得の使用勘定のバランス項目である．貯蓄の額は，

それが可処分所得マイナス最終消費支出として，あるいは調整可処分所得

マイナス現実終消費として求められたとしても同一である．

　非金融法人企業と金融機関は最終消費支出または現実終消費を行わない．

その純貯蓄は，その純可処分所得，または純調整可処分所得に等しい．

　貯蓄は可処分所得のうち最終消費財・サービスに費やされなかった部分

を表わしている．貯蓄は正でも，負でもあり得る．貯蓄が正であれば，使

われなかった所得はさまざまな金融資産または非金融資産の意図的な取得

のために，あるいは負債の意図的な削減に用いられる．貯蓄が負であれば，

何らかの金融資産または非金融資産が減少するか，何らかの負債が増加し

なければならない．したがって，貯蓄は体系の経常勘定と蓄積勘定をつな

　　　　　　　　　　　　　50)ぐものとなっているのである．
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E. C. et al.（1993）, para 9. 14～16.

E. C. et al.（1993）, para 9. 17～19.
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　1999暦年に，最終消費支出は家計282.3兆円，一般政府82.8兆円，対

家計非営利団体6.3兆円であった。現物社会移転を行った結果，現実最終

消費は家計が334.8兆円に増え，一般政府は集合消費だけになって36.5兆

円，対家計非営利団体は全額が個別消費支出であるのでO円になった。

　貯蓄（純）は家計35.1兆円，非金融法人企業12.5兆円，金融機関11.1

兆円，一般政府-11｡6兆円，対家計非営利団体-0.1兆円であった。

8　むすびにかえて

　以上, 93 SNA に基づく日本の改訂国民経済計算の所得支出勘定をみて

きた．それは「勘定連鎖」の形で示されている．すなわち，当該勘定の受

取（源泉）側に, 1つ前の勘定のバランス項目が計上されて，各勘定が連

なる構造を持つことによって，生産による所得の発生から最終的な所得の

使用までが示されているのである．これによって68SNAにくらべてより

詳細にさまざまな取引が示されるようになった．ただその一方で，体系が

複雑化したことも事実である．広く一般の理解を得るためには，一層の啓

蒙活動が必要であろう．

　所得の使用勘定において，最終消費支出と現実最終消費，可処分所得と

調整可処分所得を区別したことが重要であろう．家計が実際に消費する財

貨・サービスのある部分，たとえば教育，医療，福祉サービスなどは政府

または非営利団体がその費用を負担している場合があり，しかもその負担

割合は国によってかなり異なっている．その結果，従来は家計消費の国際

比較には問題があったことは否定できない.

　93 SNAでは，政府および非営利団体の消費支出のうち個別消費支出に

当たる部分は現物社会移転として給付を受ける家計の所得・支出双方に算

入する．こうして得られた家計の現実最終消費は, MPSや国連国際比較

プログラム（ICP）で用いられた「住民の全消費」類似の概念であって．
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その支出の最終負担者が政府または非営利団体であるか，家計自身である

かを問わず，家計によって個別消費支出のために使用できる財貨・サービ

スの全価額が示されることになった．これは1つの前進であろう．

　ただ，さまざまな分類が要求されるため，既存の統計資料からだけでは

93 SNAの求めるデータの作成が困難であることも事実である．ここに示

した所得支出勘定の勘定連鎖の中でも，「基礎統計上の制約」が障害に

なって推計できない部分がいくつもあるのである．統計にとって非常に厳

しい昨今の状況の中で，それらをどのようにして埋めていくのか，という

ことが今後の大きな課題というべきではないだろうか．
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